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・固E・
医学専門家集団の意見をきいて

指定疾病を認定し補償給付を支給する

公健法の仕組みについての一考察

一一水俣病の認定をめぐって

はじめに

医学の専門知によって公害疾病に擢患してい

ることを認定して補償給付を行う場合，医学専

門集団に対する意見の求め方とその扱いが要と

なる］）。

その例として公吉健康被害の防止等に関する

法律（昭和48年 10月5口法律 111号）（以ド

「公健法」）を考察の対象として取り上げる。｜寸

法は，水俣病などの指定疾病を認定するための

仕組みを定めるのみで指定疾病にかかったこと

を認定する基準については何ら規定していない。

そして認定の仕組みは，都府県知事又は政令で

定める市の長（以下「知事」）が，公害健康被

害認定審査会（以下「認定審査会」）の怠見を

きいて認定するもので，その審査会の意見形成

は医学専門家によって行われる制度となってい

る。

なお，焦点は第二種地域の水俣病なので，そ

の認定の仕組みを中心にとりあげる。

ところで，昭和 48年の公害健康被害補償法

（昭和62年改正で上記題名に変更）の国会審議

において，「医師の判断も，ずいぶん aつの病

気に対しでも違った意見があるらしい（です

ね） J「そういう場合にはどのような割合をもっ

て組織なさる（のですか）。」との質疑に対し，

当時の橋本道夫審議官は，今指摘された点は，

この法案を組むときに，非常に，医師の専門家

のグループとの話し合いで問題となったところ

小幡雅男
（本法務研究科講師）

であるとし，「医学の五々の最初の御意見では，

医学の}jから公害病と決めつけることは不可能

であるとの御意見でございました。どういうぐ

あいにしてそのようなものを法律と結びつける

かというところを，実は最も苦慮いたしまし

た。」「水俣の場合も，実例をいろいろと聞いて

おりますと，明らかになっている点は問題ござ

いません。疑わしい点も，これもまず問題なく

入っておるというわけでございますが，その後

の問題となりますと， どの程度のコンセンサス

があるかということで，あとはやはり法律を持

つ行政の責任者として決断しなければ，それを

医学の者にすべて言わせるということは不可能

であるということが，この審議会のときの非常

な問題となったポイントでございまして，この

審査会の構成と知事の責任ということはそうい

う具合に考えております九」

これは同法の参議院公害対策及び環境保全特

別委員会（以下「参・公環特委」）の審査にお

ける質疑応答であるが，当時の委員会会議録か

らは，当初から，医師の診断で全て確定できる

ものではないことから，医学専門家の意見と補

償給付を行うための公害疾病の認定をどのよう

に結び付けるかが問題であったことがわかる。

橋本審議宵は，「この審査会の構成と知事の責

任はそういう具合に考えております3）。」と答

えているが， これを旧日爵すると，県及び政令で

定める市（以下「県」）におかれる認定審査会
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に“下駄をあずけてしまう”つまり全ての責任

を負わせるのではなく，認定はあくまで知事の

責任とする趣旨であると答弁したと推測され

る4）。

公健法は，認定審査会の意見をきいて知事が

認定する仕組みのみをつくり，認定それ自体に

ついては，いわば“ブラックボックス”にした。

しかしその一方で，環境庁（当時）は公健法を

施行する立場から， 2回にわたり診断基準を通

知している。

ところが，昭和48年 10月5日の公健法の公

布（昭和49年9月1日施行）の約3か月前の

昭和48年7月9日にチッソ（株）と水俣病患

者東京本社交渉団との協定書（以下「補償協

定」）が締結され，認定を受けた者はこれまで

全員協定による補償の道を選んだことにより，

事情が一変した。そして2回目の通知，すなわ

ち昭和52年7月1日に「後天性水俣病の判断

条件について（以下 「52年判断条件」）」が通

知され，この 52年判断条件による認定が補償

協定による補償金支払いの条件となってしまい，

その36年後，感覚障害のみによる認定も可能

とする平成25年4月16日の水俣病認定訴訟最

高裁判決（以下「最高裁判決」）が出されるに

至った。

水俣病において，その認定が焦点となり，こ

のような最高裁判決が出されるに至ったことは，

医学専門家集団による意見を知事の認定にどの

ように結び付けるかという問題性を引きずった

まま現在に至ったことになろう。これには，チ

ッソとの補償協定によって水俣病認、定の性格が

事実上変質する契機となったと指摘されている

問題が影響している。

そして水俣病の認、定は解釈問題となり，病像

論・判断条件として長い間の論争と論文そして

多くの判決とその判例評釈を生んできたことは

周知のとおりである5）。

ここでは，その論争に参加するのではなく，

当初からの課題となっていた医学専門家集団の

意見をきいて水俣病の認定に結び付ける場合の

法的構成に注目する。

そこで，公健法は，医学専門家の懸念に応え

てどのような認定の仕組みとしたのか，それが，

補償協定の締結によってどのように変質したの

か，最高裁は，変質した公健法の認定の仕組み

対してどのように判決したのか，それは，公健

法の解釈運用の“ずれ”を直すものであったが，

その遠因は公健法が採った認定の仕組みにある

ことを述べていきたい。

注

1) 専門家の意見形成の問題は医学に限らず，今は

原子力の安全規制を中心に論じられている。例え

ば，下山憲治「環境リスク管理と自然科学」公法

研究73号（有斐閣2011年） 214頁では，行政上
の意思決定に関与する専門家のあり方について，

また，同号では「統治と専門性」について松本和

彦（憲法の視点から），友岡史仁（行政法の視点か

ら）が原子力規制委員会の組織のあり方を論じて
し、る。

2) 第71回国会参議院公害対策及び環境特別委員会
会議録第 17号（昭和48年9月19日）5頁の加藤
シズエ委員と橋本環境庁長官官房審議官（政府委

員）との質疑応答。

3）同
4) 注2の橋本審議官（政府委員）の答弁を参照さ
れたい。

注 1)の下山論文215頁では，「専門機関に下駄を
預けてしまう諮問のし方もみられ， リスク管理者

と専門家の役割分担の観点からは，その改善が課

題となる。」との問題性を指摘している。

5) 平成25年4月16日最高裁判決以降では，島村
健「公害健康被害の補償等に関する法律等におけ

る水俣病の概念 (1)(2・完）」法学教室396号
2013年9月号（有斐閣） 58～68頁，同 397号
2013年 10月号43～48頁，畠山武道 「水俣病認定
訴訟最高裁判決の検討」環境法研究創刊第1号
/2014年4月（信山社） 137～165頁，越智敏裕
「公健法上の水俣病認定申請に係る行政の認定基準

とその運用の適法性」平成25年度重要判例解説ジ
ュリスト 1466号（有斐閣） 38～40頁，山下竜一
「水俣病の認定の申請を棄却する処分に関して原告

の請求が認められた事例」法学セミナー 704号
2013年9月号111頁，原島良成 「公害健康被害救
済法性における指定疾病（水俣病）認定の司法審

査」新 ・判例解説Watchl4号2014年4月321～
324頁など。
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公健法は指定疾病の認定と補償給付とをどの

ように結合させたか

1 指定疾病の認定の仕組み

(1）第一種地域の指定疾病について

公健法第4条第 l項は，「相当範囲にわたる

著しい大気の汚染が生じその影響による疾病

が多発している地域」を第一種地域とし，その

地域内で多発している疾病とあわせて政令で定

めるとしている（昭和62年改正で，その政令

〈施行令2条〉は削除）。

すなわち，「その影響による疾病が多発して

いる」第一種地域では，喫煙などさまざまな原

因で発症する閉塞性呼吸器疾患（ぜん息）につ

いて，ぜん息に係る慢性気管支炎，気管支ぜん

息，ぜん息性気管支炎及び肺気しゅ並びにこれ

らの続発症（以下「ぜん息に係る指定4疾病」）

について公健法による補償給付対象の指定疾病

とした。つまり，公健法上，大気汚染の影響に

よるぜん息に係る指定4疾病について，第一種

地域内において一定の居住条件を満たせば大気

汚染影響の疾病と推定して認定するという制度

的に割り切る仕組みをつくった。

これは，第一種地域内においては，患者の擢

患しているぜん息に係る 4疾病について他の原

因に優位性があるかどうかを鑑別することなく，

それらの疾病に擢患していれば，指定疾病にか

かったと推定して認定する仕組みである6）。

しかし，昭和48年の公害健康被害補償法は，

昭和62年に第一種地域の指定解除に関する法

改正（題名も「公害健康被害の補償等に関する

法律」に変更）が行われ，昭和63年3月l日

以降，ぜん息に係る指定4疾病の新規認定が行

われなくなった。指定解除された第一種地域で、

は，知事は，ぜん息に係る指定4疾病の既認定

患者に対して，見直しによる障害等級の変動，

支給の打ち切り，認定の取消しそして障害補償

費の改定請求に対して認定審査会の意見をきい

て決定している。

(2) 第二種地域の指定疾病について

一方，公健法第4条第2項は，第二種地域に

ついて「相当範囲にわたる著しい大気の汚染又

は水質の汚濁が生じ，その影響により，大気の

汚染又は水質の汚濁の原因で、ある物質との関係

が一般的に明らかで、あり，かつ，当該物質によ

らなければかかることがない疾病」が多発して

いる地域とし，その地域内で多発している疾病

とあわせて政令で定めるとした。施行令第 l条

は，その地域及び疾病について別表第二で定め

るとおりとし，別表第二は，5つの地域とそれ

ぞれの地域ごとに水俣病，イタイイタイ病，慢

性枇素中毒症を疾病として定めている。

このように公健法上は，特異的疾患が多発し

ている地域を第二種地域とし，その地域内で多

発している特異的疾患を水俣病としている7）。

昭和48年の公健法の審議において，この地

域指定の基準が質疑されたのに対し，橋本審議

官は，「原因物質と疾病との間の因果関係に制

度的な手当てをした非特異的疾病の第一種地域

と異なり，特異的疾病の第二種地域の指定は

「基本的にはその汚染がどの範囲に広がってお

った事件であったかということで」指定しよう

とするものだと答弁している8）。

これを岨噂すれば，まず水俣湾沿岸地域に発

生している水俣病があって，それが広がってい

る地域を第二種地域として指定するということ

であろう。

2 公健法の補償給付の仕組みと補償協定について

(1) 第一種地域のぜん息に係る指定4疾病に

ついて

公健法は，第1段階として，非特異疾患の第

一種地域と特定疾患の第二種地域のいずれにつ

いても指定疾病にかかっているかどうかについ

て認定審査会の意見をきいて知事が認定する仕

組みをとった。規定上，認定は，その認定によ

って多段階の障害補償費を支給するための症状

の程度とは関係のない“オーノレ ・オア ・ナッシ

ング”の判定である。

そして第2段階として，認定申請と ともに補

償給付を請求し（第9条），認定されると補償
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給付のうち療養の給付は支給され，障害補償費

については，労働 ・生活への障害の程度に応じ

て政令で定めた特急， 1級から 3級のいずれか

に該当するかどうかについて認定審査会の意見

をきいて支給される仕組みとした。

ただ，政令で4つの等級ごとに定めた労働 ・

生活への障害の程度について，それぞれを指定

疾病の症状の程度に置き換えて（政令による再

委任）指定疾病の種類に応じて環境庁長官（当

時）が定める基準が昭和49年に告示されてい

る。したがって知事が認定審査会に意見を求め

るのは，昭和49年環境庁告示第47号の「公害

健康被害の補償等に関する法律施行令第 10条

（障害補償費）に規定する指定疾病の種類に応

じて環境大臣（現在）が定める基準（以下「告

示47号」）」で示された4つの等級のいずれか

の症状の程度に該当するかどうかについてとな

る。

つまり，公害に係る健康被害の救済に関する

特別措置法（以下「救済法」）の認定と医療費

支給の仕組みの上に補償給付請求による多段階

の障害補償費支給の仕組みをのせた二層の構造

となっている。

そうなると，認定はされたが，障害補償費の

請求が認められず療養の給付のみ支給される認

定患者が存在することになる。等級外（級外）

といわれ，昭和63年の新規認定が中止になる

際の申請に多いともいわれている。指定疾病の

認定と障害補償費の支給が直結しているもので

はないからこそ，その間に軽微な症状の級外の

認定患者が存在していることになる。

(2) 第二種地域の指定疾病の水俣病について

水俣病についても，告示47号で障害補償費

の支給に関する基準が定められている。公健法

以前は，昭和44年 12月5日公布の救済法によ

って認定患者には医療費の自己負担分が支給さ

れることとなった。その認定に関しては，昭和

46年に環境庁事務次官から「公害に係る健康

被害の救済に関する特別措置法の認定について

（以下「46年事務次官通知」）」が通知されてお

り，昭和48年制定の公健法に引き継がれてい

る。

しかしながら，公健法制定と時期を同じくし

て結ぼれたチッソとの補償協定では，認定を受

けた者に対しては 1600～1800万円が支払われ

ることとなり，事情が一変した。これまで認定

を受けた者は全員この道を選んで、いることから，

環境大臣が定めた基準による障害補償費を受け

た認定患者はいない9）。

その後，昭和52年に環境庁企画調整局環境

保健部長から「後天性水俣病の判断条件につい

て（52年判断条件）」が通知され，翌日年に

環境庁事務次官から「水俣病の認、定に係る業務

の促進について（新事務次官通知）」が出され，

認定は52年判断条件によって行われるよう通

知されている。

3 指定疾病の認定について

(1) 認定の仕組み

公健法がその仕組みとして認定の基準につい

ては行政に委ねる趣旨であったのであれば，政

令ないし省令に委任する規定をおくべきであっ

たが，その第4条第 1項（第一種地域），第2

項（第二種地域）では知事が認定を行うと規定

するのみであった。ということは，知事の認定

については医師の診断がかかわるので“ブラッ

クボックス”にしておき，指定疾病にかかった

かどうかについては，認定の仕組みにおいて行

うものとする趣旨だったということになる。

一方，そうすることで法を施行する行政庁に

幅広い裁量が与えられたことになる。

(2）認定について二審制をとったことについ

て

そこで，公健法は，診断という医学の専門知

を集めて知事の諮問に対する意見を形成するた

めに，まず，県に専門家集団である認定審査会

をおき，知事は認定にあたって審査会の意見を

きかなければならないと定めた（4条第l項，

第2項）。そして，認定申請人が不認定に納得

できない場合の不服審査を，上級庁である環境
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省ではなく，同じく専門家集団である公害健康

被害補償不服審査会（以下 「不服審査会」） を

設け，そこで審査を行う制度を採用した10）。

それは，「はじめに」で引用した橋本審議官

の発言 「医学の方々の最初の御意見では，医学

の方から公害病と決めつけることは不可能であ

る」などの意見を踏まえ，専門家集団による審

査を二度行って慎重を期したということになろ

う11）。そうすることで公健法制定の狙いの一

つであった訴訟への持ち込みを少なくする効果

を期待されたことにもなる12）。

4 認定審査会の意見を「きいてj知事が認定する

ことの法的性格

(1) 医学専門家の意見と知事の行政責任

① 水俣病に，罷患したかどうかの医学的意見

のみを認定審査会に求めた公健法4条2項

の規定について

公健法4条2項は，知事は，当該第二種地域

につき法第2条第3項の規定により定められた

疾病（水俣病）にかかっていると認められる者

の申請に基づき，当該疾病が当該第二種地域に

係る・・水質の汚濁の影響によるものである旨

の認定を行う， とし，前項後段の規定の「この

場合においては，当該疾病にかかっていると認

められるかどうかについては，公害健康被害認

定審査会の意見をきかなければならない。」を

「この場合について準用する。」 と定めている。

整理すると，第二種地域の指定疾病である水俣

病の認定申請に対して，知事は，認定申請人が

かかっている疾病（第二種地域の指定疾病であ

る水俣病）が，第二種地域に係る水質の汚濁の

影響によるものであるかどうかの認定を行い，

一方，認定審査会は，当該疾病（水俣病）にか

かっているかどうかについて知事から意見を求

められているとしている。

このように規定上は，知事が行うのは，認定

申請人がかかっている水俣病が水質汚濁の影響

によるもの，つまり 「汚染原因物質の排出によ

る大気の汚染又は水質の汚濁によって生じた健

康被害としての疾病」であるかどうかで，それ

は 「補償給付の前提となる13）」 という性質の

認定である。一方，認定審査会が知事から求め

られているのは，認、定申請人が水俣病に擢患し

ているかどうかの診断という医学上の意見とし，

両者の役割を分けている。

② 認定審査会の意見を 「きく」義務のみを

知事に課した公健法4条2項の規定につい

て

また，知事は認定に際し， 「当該疾病にかか

っている と認められるかどうかについては，公

害健康被害認定審査会の意見をきかなければな

らない。」と定めているが，その意見と認定の

関係については何ら定められていない。

③ 城戸謙次 『公害健康被害補償法』による

解説

城戸謙次 『逐条解説公害健康被害補償法』

（ぎょうせい ・昭和50年）（以下「城戸 ・逐条

解説」）では，「認定に関することに限っては，

公害健康被害認定審査会は，都道府県知事や政

令市の長に対し，医学専門的立場から意見を述

ぺる役割をもっているだけであって，認定とい

う行政処分そのものは都道府県知事が行うこと

になる14）。」と説明されており，上記「はじめ

に」で引用した橋本審議官の参・公環特委での

答弁と軌をーにしている。

以上整理すれば，認定審査会の医学専門的立

場からの意見はあくまで 「意見」であり，認定

は知事の権限であることから，意見をどのよう

に扱うかは知事の裁量として扱われるよう公健

法の規定を整備して，医師の専門家グノレープの

懸念に応えたことになる。

(2) 認定審査会の意見による認定と補償給付

の決定について

① 認定審査会に

用が行われる懸＝念

しかし，実際は，認定審査会の意見が知事に

よる認定そして障害補償費に係る決定となる運

用が行われてきたようだ。

それは，諮問の“し方”にも問題があったと
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の指摘がなされている15）。 公健法の国会審議

において参考人のひとりは，「行政の方ではそ

の権限者がややそれを委員会に押し付けて，委

員会できめてしまおうとするところに，私は委

員会の混乱が非常に起こつているので、はないか

というように考える16）。」。つまり認、定審査会

に

われていたということで、ある。

② 46年事務次官通知当時の環境庁の認識

について

46年事務次官通知は，環境庁事務次官から

関係都道府県知事・政令市市長宛てに発出され

たものであるが，「なお，関係公害被害者認定

審査会委員各位に対し，この旨を周知徹底され

たい」としている。

そして，裁決書および次官通知の解釈につい

て疑義の紹介が寄せられたことに対して環境庁

の考え方を通知した同年9月29日付け環企保

第21号による「水俣病申請棄却処分に係る審

査請求に関する『裁決書』および『公害に係る

健康被害の救済に関する特別措置法の認定につ

いて（46年事務次官通知）』について」関係都

道府県・市主管部局長宛ての環境庁企画調整局

公害保健課長通知では，「裁決書および次官通

知は直接には処分庁である都道府県知事に対す

るものであるが，公害健康被害者認定審査会も

今後裁決書および次官通知において明らかにし

た認定の要件に従って審査することとなるもの

である。この場合，公害被害者認定審査会は，

この設置目的に照らし，認定申請人の示す症状

について意見を述べるとともに，その症状に対

し有機水銀がいかなる影響を与えたかについて

検討し，その旨を答申することとなる。都道府

県知事等は，この医学的判断をもとに認定に係

る処分を行なうことになるものである。」とし

ている。

当時の環境庁は，救済法における公害被害者

認定審査会と知事の関係について以上のように

理解していたようだ。

注

6), 7) 城戸・逐条解説57頁では，「第一種地域に
おける閉塞性呼吸器疾患のような非特異的疾患に

あっては ・－ 多くの場合疾病と環境汚染について

個々に厳密な因果関係の証明を行うことはまず不

可能であるので因果関係ありとみなす制度上の取

決めとして，指定地域，曝露要件，指定疾病の3
つの要件を満たす場合に因果関係ありとして認定

することとしている（第4条l項）。
これに対して，第二種地域の主豊重のような特

異的疾患にあっては疾病と環境汚染との因果関係

を個々に明らかにすることは種々の困難を伴うに

しても可能であるので，認定にあたっては第一種

地域におけるような制度的取決めを行わず，その

疾病がその地域の環境汚染の影響によるものであ

る旨の認定を行うこととしている（第2条第2項）。
（下線は筆者による。）

最高裁判決は，この両者の仕組みの違い，そし

て特異的疾患である水俣病の場合には疾病と環境

汚染との因果関係を個々に明らかにすることは可

能としていることに着目し，水俣病の判断代置的

司法判断を可能とする根拠に用いている。一方，

水俣病を有機水銀の経口摂取による食中毒を原因

とすれば，非特異疾患となり，水俣病はその病態

のーっということになろう。この立場をとるもの

として西埜章「国・公共団体の規制権限不行使責

任」季刊「論究ジュリスト」3号（2012年）136 
頁など。

8) 第71回国会衆議院公害対策並びに環境保全特別
委員（以下 「衆 ・公環特」）議録第39号（昭和48
年7月17日）3頁
9) 認定を申請中の水俣病患者が，関西水俣病訴訟

控訴審判決でチッソから損害賠償金が支払われた

後に熊本県知事から認定を受けた。しかし，チッ

ソが補償協定の締結を拒否したので，訴訟が提起

したが，平成22年9月30日に大阪地裁，同 23年
5月31日に大阪高裁において棄却されている。
最高裁の判決後，不服審査会において原処分取

り消しの裁決を受け平成25年 11月月 1日に熊本
県知事から認定を受けた患者に対し，チッソは当

初，補償協定締結を拒否していたが，同月 22日の
地元紙の報道では，その方針を撤回し，同月 21日
に補償協定を結びたいとの申し出がなされたとし

ている。

10) 不服審査会を設けた意義について，注6), 7) 

の城戸 ・逐条解説227頁では，行政不服審査法の
一切を排除した新たな不服審査の体系を作り出そ

うとしたものではなく，その体系に乗りつつ一部

独自の方法をとった。それは審査方式が行政不服

審査法の審理では書面主義を原則としているが，

公健法では，当事者主義をとり原処分をした行政

庁，審査請求人及び参加人を当時者として審理に

させる制度としたと説明している。

11) 注2の参・公環特委会議録第6頁で，委員から
「非常に患者の立場は弱いと思います。十分に意を

尽くし説明することができない場合も非常に多い

と思うのです。そういうような場合には一々裁判

まで持っていくようなことをしないで，だれか患

者の立場の側に立っていろいろ弁護してあげる，
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立場をよく説明してあげるような人をここへ一人

つけるというようなことおかんがえになったらい

いのじゃないか」と質疑に対し，橋本審議官は，

「患者さんの立場というのは，私どもはこれは非常

に慎重に，よく考えなければならないというぐあ

いに考えております。」「（不服審査）委員6名の任
命にあたりましては，両院の同意を得て内閣総理

大臣が任命するということでございますので，当

然に国会の先生方の合意を得られた公正な委員が

なられるということによって，患者さんサイドの

ものも十分これは考えられるのではないかと思い

ます。」と答えている。

12) 松浦以津子「公害健康被害補償法の成立過程
（一）（二）（三）」ジュリスト， 821号， 822号，

824号 0984年）の 824号97頁の 「まとめ」で，
「産業界が責任分散と訴訟抑制効果のために 『民事

責任を踏まえた』制度の創設を望み，これが費用

負担を産業界にと考えていた政府と無過失責任の

履行の確保を求めていた被害者の利害と一致して

いたこと」が公健法創設に動き出した理由として

いる。

13) 前掲注6,7の城戸・逐条解説69頁上段。

14) 同70頁下段。
15) 注4の下山論文の記述を参照。

16) 第71回国会衆議院公害対策並びに環境保全特別

委員会議録第37号（昭和48年7月12日） 9頁の

笠松参考人の発言。

二医師の診断を法の認定に取り込むことの “む

ずかしさ”

医師の診断については，上記「はじめに」で

紹介した公健法の国会審議において，橋本審議

官が「医学の方々の最初の御意見では，医学の

方から公害病と決めつけることは不可能である

との御意見でございました。」と答弁している

ことを紹介した。そこで，第71回国会衆議院

公害対策並びに環境保全特別委員会議録第37

号（昭和48年7月12日）における参考人の発

言を紹介する。

もいえないというような，あるいは全然関係な

いという四段階くらいの診断はできる」「した

がって，それを参考にされて認定を下されるの

は，私は行政であるというふうに考えるわけで

す。」「どちらともなかなか診断がつかないとい

うものに対しては，これは医師が認定すべきこ

とではなくてやはり行政が認定すべきことだ」

「ですから， ……医師が診断し，そして行政が

認定する，そこのところをはっきり分離しない

と問題がややこしくなるということだと私は思

います。」（同会議録22頁の白木参考人の発言）

また，別の参考人は，「割り切るのは法律で

もって割り切る必要がある。」「医学に割り切ら

そうとしておることは，それは非常に無理であ

る。」「医学における因果関係にいろいろ条件が

ある」「しかも各立場によっていろいろと違っ

ておる」「審査会の中でなるべく一致するよう

に努力することはいたしますけれども，一致で

きなときには，各人の意見を持ち寄って，最終

的には認定権者である知事に，少数意見はこれ，

多数意見はこれというように持って行って，あ

とは権限者にわりきってもらうよりしかたがな

いと思います。勿論裁判においては ・－ 鑑定人

というのから一人一人の意見を聞いて， ところ

が，行政のほうではその権限者がややもすると

それを委員会に押しつけて，委員会できめてし

まおうとするところに，私は委員会の混乱が非

常におこっているのではないかというふうに考

える。」（同会議録9頁の笠松参考人の発言〉

2 限界がある医師の診断

以上からいえることは医師の診断という専門

1 医師の診断で全て判断するのは無理とする参考 知を集めて形成される意見によってすべて確定

人の発言 的に判定できるわけではない，ということであ

参考人の一人は「診断と認定という ことは， る。

…・・別問題だ と思っております。医師は確かに 上記最初の参考人は「診断をする場合に，や

診断できます。」「しかし同時に，的確にこれは はり個々の医師の力 というものが違う場合があ

間違いのない診断だという ことはできない，大 るわけですから，やはり正確な診断基準という

いに疑わ しいというようなこ とは， また診断の ものを出さなければならぬ，それに基づいての

一つの基準としてあります。それからどちらと 診断が医師のレベノレで、行われるということは，
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もう当然のことだろうと思う」と発言している

（上記会議録22頁の白木参考人の発言）。

診断基準（医師による診断のためのガイドラ

イン）については，環境庁（当時）は，公健法

又は救済法を施行する行政の立場から通知を 2

回発出している17）。そこで，その 2回の通知

の性格について考察する。

注

17) 前掲注6,7における西埜論文 141頁で， 52年
判断条件について 「公健法における 『水俣病』患
者の診断基準として作成されたもの」とする。原
島良成「公健法4条2項の指定疾病にかかってい
るということの意義」速報判例解説（法学セミナ
ー増刊） 9号（2011年 10月）327頁も診断基準と
している。

三性格の異なる46年事務次官通知と 52年判断

条件・ 53年事務次官通知

1 “（事務）次官裁定”た‘った46年事務次官通知

46年8月7日付けで環境庁事務次官から通

知された「公害に係る健康被害の救済に関する

特別措置法の認定について（通知）」は，環境

庁長官（当時）による不服審査請求に対する裁

決で用いた準則を審査基準として事務次官から

知事に通知したものである。

それは「法3条の規定に基づき都道府県知事

等が行なう認定処分については，昨年来いくつ

かの疑問が呈せられ，種々議論されてきたとこ

ろである。本法（注 ：救済法）は，公害に係る

健康被害の迅速な救済を目的とするものである

が，従来，法の趣旨の徹底，運用指導に欠ける

ところのあったことは当職の深く遺憾とすると

ころであり，水俣病申請棄却性分に係る審査請

求に対する採決に際しあたらためて法の趣旨と

するところを明らかにし， もって健康被害救済

制度の円滑な運用を期する」とし，「次の事項

に十分留意するとともに，別添で示す前記裁決

書の趣旨を参考とし，法に基づく認定に係る迅

速な処分を」を求めている。そして「なお，関

係公害被害者認定審査会委員各位に対し，この

旨を周知徹底されたい。」としている。

このことから，この通知は，熊本県，鹿児島

県，新潟県 ・新潟市の認定審査会によって行わ

れている審査の基準の統ーを図るべく，不服審

査請求に対する環境庁の裁決で用いられた準則

を審査基準として，認定業務を行っている県に

対し通知したものと理解される。

そして，この46年事務次官通知は，公健法

にも引き継がれた。

この通知について橋本審議官は，公健法の国

会審議において，委員から，医師が非常に疑問

だというような点数をつけている場合の取り扱

いについて質されたのに対して 「そこのところ

の一番むずかしい問題に対しまして，水俣病の

不服審査に対する迭宣通墜というのがございま

して，この疑わしいものを救うという考え方で

ございますが，それに対しましては，大石長官

（注：前環境庁長官）が国会で御答弁なさって

おられますように18），疑わしいものは少しで

も疑いがあれば救うということではない。医学

の場合には，少なくとも 50か60を超えるぐら

いの高さものでなければそこまではいけない，

10%かそこらの程度の疑わしいときには，そ

れを救うことはできないという大石長官の国会

答弁の考え方と迭宣塾左に出た考え方というこ

とが，この本法案の中にも引き継がれていると

いうぐあいに考えておるわけでございます。」

と答弁している19）。（下線は筆者による）

つまり， 46年事務次官通知は，橋本審議官

が答弁したように，県によって異なる審査基準

に対する“（事務）次官裁定”であったようだ。

2 医学的知見の進展の成果を参考として通知した

52年判断条件と認定業務の促進のために 52年

判断条件にのっとり判断することを求めた53

年の事務次官通知について

(1) 医学的知見の進展を踏まえた成果を参考

とするよう求めた 52年判断条件について

52年7月1日付けで環境庁企画調整局環境
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保健部長から通知された「後天性水俣病判断条

件について」は，判断困難事例が増加してきた

ので「医学的知見の進展を踏まえ」水俣病検討

会により検討されてきた「その成果を」「後天

性水俣病の判断条件としてとりまとめた」もの

で，今後の認定業務の推進にあたり「参考とさ

れたい」とするものであった。つまり，医学的

知見の進展により明らかになった成果を認定業

務の参考として示したものとしている。

(2) 52年判断条件にのっとり水俣病の範囲

に含まれるかどうかを総合的に判断するこ

とを求めた53年事務次官通知（新事務次

官通知）

ところが，その l年後の昭和53年7月1日

付けで環境事務次官から通知された「水俣病の

認定に係る業務の促進について（通知）」は，

水俣病の範囲について，52年判断条件は46年

事務次官通知などの趣旨を具体化及び明確化し

たものとし，「今後は，この判断条件にのっと

立」水俣病の範囲に含まれるかどうかを総合的

に検討し，「判断するもの」とするものと通知

した。（下線は筆者による）

この時点では，すでに不服審査請求は環境庁

ではなく公害健康被害補償不服審査会で扱われ

ており，この通知は，不服審査請求に対する裁

決とは関係なく，上級機関から下級機関に宛て

た職務上の通知として発出しており， 46年事

務次官通知の“次官裁定”とは性格を異にして

いるといえよう。

(3）法定受託事務の処理基準となった 52年

判断条件

機関委任事務であった公健法の認定及び補償

給付業務は， 地方分権改革により，法定受託事

務となった。そこで環境省は，平成 13年5月

24日に地方自治法第245条の9第l項及び第3

項に規定する法定受託事務を処理するに当たり

よるべき基準として「公害健康被害の補償等に

関する法律に係る処理基準について」（環境省

総合環境政策局環境保健部長通知）（いわゆる

587号通知）を通知している。

そこでは， 52年判断条件の内容が処理基準

となって定められ，それ以外，例えば46年事

務次官通知は同法第245条の4第l項に基づく

技術的助言としてあっかわれることが定められ

ている20）。

処理基準は，地方自治法245条の9第5項で，

その目的を達成するために必要最小限なもので

なければならないと定められているように，法

律の施行にあたる所管大臣が法律の施行上必要

不可欠な最小限の事項に限って執行にあたる自

治体に対してなされるもので，地方分権改革後

も県が52年判断条件によって認定審査を行う

よう整備したものといえる。

注

18) 47年3月10日の衆議院公害対策並びに環境保

全特別委員会での発言。

19) 前掲注2）の参議院公環特委会議録5頁。

20) 52年判断条件が， 587号通知によって処理基準
にな ったことを取り上げているものとして前掲注

5の島村論文（2・完）の44頁。

四 補償協定と水俣病の認定の性格の変質

この2つの通知をまたいで昭和48年の公健

法制定と期を同じくして締結されたチッソとの

補償協定が存在し，大塚教授は，補償協定によ

って公健法はその性格がかわったとされる21)。

1 チッソとの補償協定の締結

公健法が公布された昭和48年 10月5日（昭

和49年7月1日施行）の3か月前の昭和48年

7月9日にチッソ（株）と水俣病患者東京本社

交渉団との協定書が締結された。

その内容は，水俣病の認、定を受けた者に対し

て慰謝料（Aランク 1800万円， Bランク 1700

万円，Cランク 1600万円）などを支払うもの

で，協定書には立会人として当時の熊本県知事

そして当時の環境庁長官が衆議院議員の肩書で

署名している。

なお，昭和電工（株）と新潟水俣病被災者の
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会び新潟水俣病共闘会議との協定書は昭和48

年6月21日に締結されている。

この協定の締結によって，認定は，公健法に

基づき知事が行うが，同法で県が行うことにな

っている医療費の支給は，協定書に基づき，チ

ッソ又は昭和電工が，一時金の給付とともに直

接患者に支払うこととなった。大塚教授は「こ

うして，協定により，チッソ又は昭和電工は，

公健法が定める特定賦課金を公害健康被害補償

協会（後の公害健康被害補償予防協会）に納付

するのではなく，認定患者に対して直接に慰謝

料，医療費等の補償金を支払う義務を負うに至

った22）」 と述べている。

そして前述－2(2）で述ぺたように，これまで

認定を受けた者は全員この道を選んでいるお）。

2 水俣病認定の性格の変質

大塚教授は， 「補償協定のこの点（認定患者

に直接，補償金を支払う義務）は，水俣病認定

の性格を事実上変質させる契機となったと考え

ている24）。Jとし，さらに 「水俣病の病像論の

一部は，補償協定が一律に 1600万～1800万円

の一時金等を支払うこ ととし，これと水俣病の

認定を直結したことに起因したといえる。この

点が水俣病の認定業務をゆがめてきたとの指摘

は多くなされている」としているお）。

そのひとり，畠山武道教授は， 「認定審査会

の認定では，水俣病の認、定という医学的判断と，

チッソが補償すべき者という制度的 ・政策的判

断が表裏一体のものとなり，それが認定業務を

ゆがめている」と指摘している26）。

キ土

21) 大塚直教授によ って既に指摘されている問題で，
同教授の 「水俣病の概念（病像）に関する法的問

題」法学教室376号（2012年1月号） 42, 48頁を
参照。
22) 前掲21)の大塚論文42頁。
23) なお，訴訟や不服審査で原処分取消し裁決を受
けた者については前注9の記述を参照。
24) 前掲注21の大塚論文42頁。

25） 同48頁。
26) 畠山武道「水俣病訴訟からみる立法 ・司法 ・行
政のあり方」都市問題97巻8号（2006年） 22頁。
前掲注5の畠山論文 155～156頁においては福岡高
裁及び大阪高裁の判決を取り上げて指摘している。

五公健法第4条第2項の解釈一一52年判断条

件の位置づけ

1 52年判断条件と直結した補償協定

(1) 認定審査会の認定と協定による補償金支

払いが直結しているとみる福岡高裁の判決

畠山教授は，熊本水俣病第2次訴訟の昭和

60年8月16日福岡高等裁判所の判決（以下

「福岡高裁判決」）を取り上げ， 「52年判断条件

は補償協定受給者の判断基準と化している」と

している。そしてこの判決では「昭和 52年の

判断条件は，いわば前記協定書に定められた補

償金を受給するのに適する水俣病患者を選別す

るための判断条件となっているものと評せざる

を得ない」とし，「昭和52年の判断条件が審査

会における認定審査の指針となっていて，霊童

会の認定審査が必ずしも公害病救済のための医

学的判断に徹していないきらいがあるのも，前

記協定書の存在がこれを制約しているから」と

判示しているとする27）。（下線は筆者による）

(2) 46年事務次官通知あるいは52年判断条

件を救済法あるいは公健法の認定要件を設

定したものとした関西訴訟第2審判決（以

下「大阪高裁判決」）

畠山教授は，平成13年4月27日の水俣病関

西訴訟の第2審判決（大阪高裁判決）は， 52

年判断条件は公健法の認定要件を設定したもの

とし，「52年判断条件は，患者群のうち補償金

額 (1800万円，1700万円，1600万円の3ラン

ク）を受領するに適する症状のボーダーライン

を定めたもの と考えられるべきであろう」と判

示したとする28）。

そして，52年判断条件による「水俣病」 と

は別の「メチノレ水銀中毒症」に基づいて最高

850万円の賠償額を原告の一部に認めた。
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ただ，この関西訴訟の上告審である平成16

年 10月5日の最高裁判所の判決 （以下 「関西

訴訟最高裁判決」）が大阪高裁判決の上記部分

を積極的に否定しなかったことから，さまざま

な論議を引き起こし，それを解説した調査官解

説が， よく知られているように，その論議に拍

車をかけることになってしま った29）。

(3) 関西訴訟最高裁判決の調査官解説

関西訴訟最高裁判決の調査官解説では，本判

決は，原審認定の事実関係の下では原審の判断

は是認できると判示するにとどまり，病像論に

つき踏み込んだ判断を示さなかった， としたう

えで， 「昭和52年判断条件が公害健康被害補償

法の下で、水俣病で、あるとの認定を受けるための

基準であるのに対し，本件は，国及び県の不作

為が違法であるとして損害賠償が求められた訴

訟であるから，昭和52年判断条件がそのまま

適用されるものではないとする原審の判断は，

いわば自明のことと思われる（同時に，補償法

〈注 ：公健法〉の下での認定基準として昭和52

年判断条件の合理性につき，原判決，本判決が

何ら判断を加えていないことはあきらかで、あろ

う）。また， 水俣病がどのような病気であり，

各人がこれに擢患しているかどうかは，専ら事

実関係に関する事項である，とした30）。

2 水俣病認定申請棄却処分の取消及び認定義務付

け訴訟における国・県側の主張

国 ・県側は，関西訴訟最高裁判決とこの調査

官解説による 52年判断条件の扱いをいわば踏

み台にして，認定棄却処分の取消及び認定義務

付け訴訟において「『水俣病にかかっていると

認められる』という認定要件は，それ自体医学

的概念を取り込んだ規範的要件であって，具体

的には 「定説的な医学的知見に基づいて水俣病

にかかっていると認められる」ことを意味する

と主張してきた31)。

3 公健法第4条第2項の解釈の

た平成25年 4月 16日の最高裁判決

平成25年4月16日の水俣病認定申請棄却処

分取消等請求事件上告審の2つの判決において

公健法第4条第2項の解釈について次のように

判示された32）。

(1) 認定対象の 「水俣病」と個別的因果関係

による認定

判決は「公健法等は，水俣病がいかなる疾病

であるかについては特段の規定を置いていな

い」とし， 「公健法等の制定の趣旨，規定の内

容等を通覧しでも」（下線は筆者による。）水俣

病の意義及びそのり患の有無に係る処分行政庁

の審査の対象を「客観的事象としての水俣病及

びそのり患の有無という客観的事実より殊更に

狭義に限定して解すべき的確な法的根拠は見当

たら（ない）」とし，大阪高裁判決や国 ・県側

の52年判断条件の水俣病を公健法の水俣病と

する考え方ないし主張を退けた。

これは，前述－ 1(2）の公健法の国会審議で地

域指定基準を質された橋本審議官が，特異的疾

患の第二種地域の指定は 「基本的にはその汚染

がどの範囲に広がっておった事件であったかど

うかということで」指定しようするものだと答

えた水俣病の捉え方と合致している。

そして， 52年判断条件は， 46年事務次官通

知を具体化明確化したものとしたうえで，個別

的因果関係についてそれ以上の立証が必要ない

という推認の形をと って迅速かっ適切な基準を

定めた限りのものとしての合理性を有するが，

それ以外でも個別的因果関係の有無によって認

定できるものとした。このような審査方法であ

ったことから， 52年判断条件は，裁量基準で

はなく解釈基準と位置づけられるものとな っ

た33）。

(2) 知事が行う認定の内容

知事は，認定審査会の意見をきいて，申請さ

れた疾病が指定地域内の 「大気の汚染又は水質

の汚濁によるものであるかどうかの認定を行う

もの（公健法第4条第2項）であるが，その検

討は，「大気の汚染又は水質の汚濁の影響によ

るものであるかどうかについて，個々の患者の
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病状等について医学的判断のみならず，患者の

原因物質に対するばく露歴や生活歴及び種々の

疫学的知見や調査の結果等を考慮したうえで総

合的に行われる必要のあるものだとしている。

なお，前述五lの福岡高裁判決では「審査会

における認定審査」「審査会の認定審査」とし

ており，認定審査会が認定審査すべてを行うも

のと理解されていたように受け取れる。

注

27) 前掲注5）の畠山論文 155～156頁。
28）同 156頁。
29) 同156～157頁。前掲注21）の大塚論文44～45
頁。

30）長谷川浩二 「時の判例ジュリスト 1286号」
(2005年） 114頁，「法曹時報58巻 10号」（2006
年） 257頁。
31) 平成22年7月16日大阪地方裁判所判決（水俣
病認定申請棄却取消等請求事件）の判決文87～88
頁，同 24年2月27日福岡高等裁判所判決（水俣
病認定申請棄却取消請求等控訴事件）の判決文57
頁，「水俣病認、定棄却処分取消等請求事件上告審判

決」判例時報2188号45頁。
32）同35～47頁。
33) これを指摘するのが前掲注5の島村論文（2・
完） 44～45頁，山下竜一 ・法学セミナー 704号
(2013年9月号） lll頁，越智敏弘 ・ジュリスト
1466号38頁。

六医学診断による専門知をどのように法的に構

成するかという問題性

1 水俣病の認定の仕組みの解釈の“ずれ”を直し

た最高裁判決

最高裁判決の意義は，上記ーから六まで考察

してきたように，補償協定締結を契機に“ず

れ”が生じた公健法第4条第2項の認定の仕組

みの解釈を元に戻したことにある。ただ，いわ

ゆる溝口訴訟最高裁判決を取り上げた判例評釈

で「救済法の解釈を，立法史の探求により解明

される事実であるかのように扱っている」

（注：前述五3(1）の下線部分に注目）（前掲注5

の原島評釈323頁）とする厳しい批判がなされ

ている34）。

立案当時の資料からは，第一種地域の制度的

割切りを仕組むことが問題の中心で，第二種地

域について，このような事態となるとは想像も

されていなかったようだ35）。

振り返ってみると， 46年事務次官通知を踏

まえて認定し，認定患者の補償給付請求により，

級外から多段階の障害補償費の支給を行う制度

を活用していれば，認定をめぐってここまで問

題となる事態にはならなかったかもしれない。

しかし，それは当時の深刻な事態を知らない者

の意見に過ぎないだろう。

2 医学専門家集団による意見を認定に取り込む法

的構成の在り方

公健法は，指定疾病名を法律の委任を受けた

政令で指定するが，指定疾病各々の定義につい

ては，法が関与する問題としては扱っていない。

また，診断基準（医師による診断のためのガイ

ドライン）の法的整備についても医学の知見や

診断技術の不断の進歩という診断のもつ性格か

ら，難しいのかもしれない。

他方，そうすることで法を施行する行政庁は

幅の広い裁量を与えられ，それが適切に解釈運

用されなかったのが水俣病の認、定問題で，解釈

問題となって病像論 ・判断条件として長い間の

論争と多くの判決が生まれたということになる。

解釈運用の誤りが指摘され，認定業務の改善が

求められている36）が，そもそもは，そのよう

な解釈運用を可能にした公健法の幅広い行政裁

量の仕組みに遠因が求められよう。

公健法は短期間で立案せざるを得なかった事

情があるが37），平成 18年制定の「石綿による

健康被害の救済に関する法律（平成 18年法律

4号）」も，認定は環境再生保全機構が行うと

し，その核となる医学的判定は，環境大臣が中

央環境審議会の意見をきいて判定を行い機構に

通知するとする，公健法とほぼ同様の認定の仕

組みを とっている。行政救済の認定に医学診断

が関わると，診断は医師の専権であるからなの

か，このような仕組みになるのは気になるとこ

ろである。
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「水俣病被害救済の不徹底は，診断の困難性

に負うところが少なくない38）」と指摘されて

いるように，行政救済の法において，医学診断

による専門知をどのように法的に構成すればい

いのかという課題を，今も引きずったままとい

える。

注

34) 前掲注目の原島評釈は，行政裁量の有無と司
法審査の在り方という理論的観点から， 最高裁判

決の救済法の解釈方法の問題性を指摘する。ただ，

例えば，「諸般の事情から急ぎ法案（注：公健法）

のとりまとめを行う必要があったため，制度実施

に必要な具体的内容のつめの多くを政令事項に委

ねざるを得なかった」（前掲注6.7城戸 ・逐条解説
43頁）といったように，何を議会立法で定め，何
を行政裁量に委ねるのかについて立法機関の意思

がはっきりしないまま立法化されているのをみて

いると，行政裁量を認めた規定からは裁量審査で

行うべきではあるが，最高裁が判断代置で審査し

たことも道理があると思わざるを得ない。

なお，米国では Chevron原則による敬譲審査が
ある（筑紫圭一「米国における行政立法の裁量論

（三）」自治研究86巻 10号〈平成22年 10月号〉
101～125頁参照）。
35）前掲注6),7）の城戸 ・逐条解説9頁に立法に向
けた医療分科会中間報告がのっていて，その2
「疾病の指定」では非特異的疾患に意が注がれてい

て，特異的疾患の記述はわずか2行である。
36) 前掲注5の畠山論文 165頁，同注の島村論文
(2・完） 45頁など。
37) 前掲注6,7の城戸 ・逐条解説18頁， 43頁。
38) 前掲注5）の原島評釈324頁。
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